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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 46,927 47,958 52,443 97,540 102,472 

経常利益（百万円） 538 570 694 1,426 1,496 

中間（当期）純利益（百万円） 250 276 456 723 821 

純資産額（百万円） 7,818 8,625 8,831 8,357 8,799 

総資産額（百万円） 40,370 42,351 41,397 43,775 43,204 

１株当たり純資産額（円） 888.66 980.27 1,015.33 949.33 999.33 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
28.43 31.44 52.07 81.65 92.58 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 19.4 20.3 21.3 19.1 20.4 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
885 2,110 2,489 1,141 2,792 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△397 △1,258 △950 454 394 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△604 △1,584 △1,530 △825 △3,714 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
1,067 1,222 1,435 1,954 1,426 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

  

641 

(104)

  

658 

(126)

  

675 

(135)

  

633 

(123)

  

634 

(133)

  



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 45,437 46,123 50,400 94,478 98,648 

経常利益（百万円） 526 524 640 1,410 1,394 

中間（当期）純利益（百万円） 245 231 417 724 727 

資本金（百万円） 542 542 542 542 542 

発行済株式総数(株) 8,798,782 8,798,782 8,798,782 8,798,782 8,798,782 

純資産額（百万円） 7,774 8,542 8,667 8,317 8,671 

総資産額（百万円） 38,734 40,470 39,232 42,334 41,634 

１株当たり純資産額（円） 883.58 970.81 996.46 944.80 984.83 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
27.93 26.34 47.58 81.77 81.88 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － 10.00 12.50 20.00 22.50 

自己資本比率（％） 20.1 21.1 22.1 19.6 20.8 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

  

551 

(100)

  

566 

(120)

  

582 

(130)

  

542 

(116)

  

544 

(127)

  



２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  なお、当社グループは、当社、子会社２社（大明工機株式会社、株式会社ハットリビング）により構成されてお

り、管工機材、衛生陶器、住宅設備機器、空調機器等の販売を主たる業務としております。 

 事業系統図は下記のとおりです。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。        

３．臨時従業員には、パートタイマー及び契約社員を含めております。 

４．当社グループは、主に管工機材・住宅設備機器等の卸業を営んでおりますが、当該事業の売上高及び営業利

益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がそれぞれ90%を超え

るため、事業の種類別セグメントの記載を行っておりません。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。         

３．臨時従業員には、パートタイマー及び契約社員を含めております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 
675 

(135) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 
582 

 (130) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績  

（マーケットの状況） 

 当中間期のわが国の建設業界においては、下記の投資推移が見込まれており、当期における市場規模は前年とほ

ぼ同額と考えております。 

（建設経済研究所、富士経済資料より当社推定） 

（営業の経過及び成果） 

 このような状況下、当社グループは売上の増強、営業収益力の向上、財務体質の強化に取組んでまいりました。

 その結果、連結ベースの売上高は52,443百万円（前年同期比＋9.4％）、売上総利益は4,941百万円（同＋

7.8％）となりました。販売費及び一般管理費は4,382百万円（同＋6.8％）で営業利益は558百万円（同＋16.0％）

となりました。また、営業外損益が黒字化したことにより、経常利益は694百万円（同＋21.8％）となりました。 

 特別損益は、投資有価証券売却益107百万円を計上した一方、固定資産除却損21百万円を計上したことにより、

中間純利益は456百万円（同＋65.0％）となりました。 

 部門別状況は以下の通りです。 

①管材類 

 当中間連結会計期間における管材類は、素材高を背景とした値上げが順次続いております。 

 以上の状況を踏まえ、当部門全体の売上高は20,970百万円（同＋12.2％）となりました。 

主要な商品 市場動向 当社の対応 

 パイプ 

 銅地金、ニッケル、亜鉛等の非鉄系素材の

高騰が続き、関連商品の値上が続く。特にパ

イプは月次の値決めに移行し、市況対応を図

っている。 

 素材情報を毎日入手し、的確な品物の確保と

市況対応で安定した供給体制を整えている。 

 継手 

 金属パイプ同様、鉄管継手が亜鉛の影響で

値上し、ステンレス系もすべての商品が値上

となった。 

 旧値枠の確保と供給により、市場の安定化を

図っている。 

 バルブ 

 砲金、ステンレス製品の値上が浸透中。但

し、工場向け物件が好調に推移し欠品が発生

し、納期遅延が起きている。 

 品揃えを拡大することにより、即納ニーズに

応える体制を取る。また、自社での自動弁の組

立てにより、納期短縮を図っている。 

 化成品 

 塩ビ樹脂、オレフィン系素材の値上が済

み、価格の定着が図られてきた。 

 樹脂化への切替が進み、さらに需要増が見込

まれる。フルライン化による全メーカーの取扱

いの体制をとる。 



②衛生陶器、金具類（ＴＯＴＯ製品） 

 新設住宅着工は、貸家と分譲を中心に伸長。リフォーム需要も底堅く推移しましたが、銅を始めとする素材価格

の高騰により、衛生陶器、水栓金具、プラスチック製品等の価格改定（７月）が行なわれました。 

 以上の状況を踏まえ、当部門全体の売上高は16,451百万円（同＋2.3％）となりました。 

③住宅設備機器類 

 全体的に堅調といえるリフォーム、取替需要に支えられたこと、また高価な多機能型機器に消費者ニーズがシフ

トしつつあることなどから、総じて順調に推移しました。 

  以上の状況を踏まえ、当部門全体の売上高は7,034百万円（同＋11.4％）となりました。 

  

④空調、ポンプ、その他 

 空調機器は素材高を背景とした値上げやオール電化への流れがありました。また、換気設備、ポンプも高機能化

による価格の引上げがみられました。 

 以上の状況を踏まえ、当部門全体の売上高は7,988百万円（同＋16.2％）となりました。 

主要な商品 市場動向 当社の対応 

レストルーム 

(トイレ廻り商

品) 

 「フチなし、トルネード便器」やウォシュ

レット一体型「ネオレスト・シリーズ」な

ど、使いやすさと環境性を配慮した商品の売

上が伸長。一方、貸家・分譲向けに低価格化

も浸透。 

 新築需要への対応、トイレリモデル需要への

対応を各々展開。洗浄便座は主力として品揃

え。 

バス、キッチ

ン、洗面 

（システム商

品） 

 「魔法びん浴槽」を搭載したシステムバ

ス、デザイン性、快適性を追及したシステム

キッチン、洗面化粧台等の新商品が発売さ

れ、売上伸長。 

 システム商品と受注の際に必要となる施工管

理能力の向上を目的に、研修、ＩＴ化を推進。 

主要な商品 市場動向 当社の対応 

給湯機器 

 ガス、石油機器は暖房兼用型、高性能型が

市場単価を押し上げ台数減をカバー。オール

電化の進展によりエコキュートが普及。 

 高機能機による戸建分野への対応と、単機能

機による集合物件対応。エコキュート研修、取

組みを強化。 

厨房設備 

 静音型シンクや上下する食器棚など、使い

勝手を追求した商品が多く発売。高級品と普

及品に二分化。 

 各メーカーとの情報交換の機会を増やし、シ

ョールームを使った研修会の実施。施工力、現

場調査力の強化。 

浴室設備 

 照明やシャワー、手すり等を工夫した商

品、ユニバーサルデザイン商品が発売。集合

用はマンション好調。取替需要が顕在化。 

 施工、現場調査力の強化。納入、完了管理ま

で徹底。集合取替需要対応。 

洗面設備 

 システム洗面やユーティリティ対応商品、

個性的なボール、水栓、シャワー搭載商品が

市場へ。 

 単体からシステム洗面まで多様なニーズに対

応。 

主要な商品 市場動向 当社の対応 

空調機器 

 エアコンは高級型と普及型で市場を二分。

パッケージ型は従来の配管、配線が使える簡

易取替型が一般化。 

 エアコンは集合物件タイプとあわせ、高機能

機への取組みを強化。機種選定の能力強化。 

換気設備 
 市場規模は横這い。集合住宅用24時間換気

対応品が増加。工場設備用途は増加。 

 ビル、産業系は空質・省エネ重視のトータル

提案。 

ポンプ・水槽 

 ポンプは取り替え需要が堅調ながら台数は

横ばい。水槽は都市部の増圧ポンプの置換え

が進行。 

 ポンプ、水槽ともに更新需要の取り込みと産

機（工場）分野の開拓。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ

212百万円増加（同＋17.4％）し、当中間連結会計期間末には1,435百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は2,489百万円（同＋18.0％）となりました。これは主に税金等調整前中間純

利益が794百万円計上されたこと及び売上債権の減少等によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は950百万円（同△24.5％）となりました。これは主に有形固定資産や投資有

価証券の取得によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は1,530百万円（同△3.4％）となりました。これは主に長期借入金の返済及び

社債償還によるものです。 

 以上により、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、1,435百万円となりました。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、実際仕入価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の商品販売実績を部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

管材類（百万円） 

（管材、継手類、バルブ類、化成品

類、工具関連機材） 

19,026 109.7 

衛生陶器・金具類（百万円） 14,988 101.5 

住宅設備機器類（百万円） 

（給湯、厨房関連等） 
6,411 111.1 

空調、ポンプ、その他（百万円） 

（空調関連、ポンプ類、その他） 
7,348 116.6 

合計（百万円） 47,774 108.1 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

管材類（百万円） 

（管材、継手類、バルブ類、化成品

類、工具関連機材） 

20,970 112.2 

衛生陶器・金具類（百万円） 16,451 102.3 

住宅設備機器類（百万円） 

（給湯、厨房関連等） 
7,034 111.4 

空調、ポンプ、その他（百万円） 

（空調関連、ポンプ類、その他） 
7,988 116.2 

合計（百万円） 52,443 109.4 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  前連結会計年度末において、計画中または実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注）上記のほか、自己株式が100千株あります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 35,000,000 

計 35,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 8,798,782 8,798,782 ジャスダック証券取引所 － 

計 8,798,782 8,798,782 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日～

平成18年９月30日 
－ 8,798,782 － 542 － 434 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社ハット企画 東京都世田谷区代沢3-6-15 1,627 18.50 

橋本 政昭 東京都新宿区 1,578 17.94 

橋本総業従業員持株会 東京都中央区日本橋小伝馬町9-9 474 5.39 

橋本 政雄 東京都渋谷区 438 4.98 

橋本総業取引先持株会 東京都中央区日本橋小伝馬町9-9 253 2.88 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 225 2.56 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 120 1.36 

阪田 貞一 神奈川県横浜市神奈川区 114 1.30 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 90 1.02 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地7-18-24 90 1.02 

計 － 5,011 56.95 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権20個）

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  100,200   
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,697,100 86,971 － 

単元未満株式 普通株式   1,482 － － 

発行済株式総数 8,798,782 － － 

総株主の議決権 － 86,971 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

橋本総業株式会社 

東京都中央区日本橋小

伝馬町9-9 
100,200 － 100,200 1.14 

計 － 100,200 － 100,200 1.14 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,300 1,270 1,249 1,170 1,135 1,125 

最低（円） 1,210 1,190 1,130 1,010 1,030 1,040 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,222   1,435   1,426  

２．受取手形及び売掛
金 

※９  17,842   19,053   21,361  

３．たな卸資産   5,307   5,342   5,071  

４．債権売却未収入金
等 

※８  2,101   415   545  

５．その他   1,068   1,001   837  

貸倒引当金   △92   △114   △124  

流動資産合計   27,450 64.8  27,133 65.5  29,118 67.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物 ※２ 1,972   2,045   2,012   

(2）土地 ※２ 5,748   5,888   5,722   

(3）その他  94 7,815  104 8,038  104 7,839  

２．無形固定資産   59   40   48  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 
※２ 
※３ 

3,640   3,339   3,319   

(2）敷金及び保証金  509   521   515   

(3）長期貸付金  2,146   1,709   1,767   

(4）その他  2,600   2,713   3,026   

貸倒引当金  △1,870 7,026  △2,098 6,184  △2,431 6,197  

固定資産合計   14,900 35.2  14,263 34.5  14,086 32.6 

資産合計   42,351 100.0  41,397 100.0  43,204 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※９  19,097   21,484   21,354  

２．短期借入金    40   －   10  

３．一年内返済予定の
長期借入金 

※２  1,650   1,996   2,485  

４．一年内償還予定の
社債 

   1,000   2,000   1,000  

５．未払法人税等   175   190   725  

６．賞与引当金   245   218   189  

７．その他 
※３ 
※７  1,492   1,000   995  

流動負債合計   23,702 56.0  26,889 65.0  26,761 61.9 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   3,600   1,600   3,100  

２．長期借入金 ※２  3,344   1,347   1,660  

３．退職給付引当金   553   442   559  

４．役員退職慰労引当
金   711   711   711  

５．預り保証金   536   582   566  

６．連結調整勘定   82   －   54  

７．負ののれん   －   27   －  

８．その他   1,195   964   989  

固定負債合計   10,023 23.7  5,675 13.7  7,643 17.7 

負債合計   33,725 79.7  32,565 78.7  34,404 79.6 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   － －  － －  － － 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   542 1.3  － －  542 1.3 

Ⅱ 資本剰余金   434 1.0  － －  434 1.0 

Ⅲ 利益剰余金   6,118 14.4  － －  6,571 15.2 

Ⅳ 土地再評価差額金   712 1.7  － －  554 1.3 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   817 1.9  － －  696 1.6 

Ⅵ 自己株式   △0 △0.0  － －  △0 △0.0 

資本合計   8,625 20.3  － －  8,799 20.4 

負債、少数株主持分
及び資本合計   42,351 100.0  － －  43,204 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金   － －  542 1.3  － －

２．資本剰余金    － －  434 1.0  － －

３．利益剰余金    － －  6,911 16.7  － －

４．自己株式    － －  △106 △0.3  － －

株主資本合計   － －  7,782 18.7  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金   － －  495 1.2  － －

２．土地再評価差額金   － －  554 1.4  － －

評価・換算差額等合
計   － －  1,049 2.6  － － 

純資産合計   － －  8,831 21.3  － － 

負債純資産合計   － －  41,397 100.0  － － 



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   47,958 100.0  52,443 100.0  102,472 100.0 

Ⅱ 売上原価   43,372 90.4  47,502 90.6  93,006 90.8 

売上総利益   4,585 9.6  4,941 9.4  9,465 9.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  4,102 8.6  4,382 8.4  8,157 7.9 

営業利益   482 1.0  558 1.0  1,307 1.3 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  52   82   138   

２．受取配当金  22   18   36   

３．仕入割引  211   234   437   

４．賃貸収入  88   95   181   

５．その他  63 438 0.9 88 518 1.0 111 906 0.9 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  101   87   195   

２．手形売却損  68   99   138   

３．売上割引  118   139   －   

４．その他  61 349 0.7 56 382 0.7 383 717 0.7 

経常利益   570 1.2  694 1.3  1,496 1.5 

Ⅵ 特別利益           

１．土地売却益  －   －   5    

２．投資有価証券売却
益  4   107   860    

３．収用補償金  －   －   203    

４．貸倒引当金戻入益  － 4 0.0 13 120 0.2 － 1,069 1.0 

Ⅶ 特別損失           

１．貸倒引当金繰入額 
  
  

－   －   817   

２．債権譲渡損  －   －   135    

３．商品評価損  －   －   64    

４．固定資産除却損  4   21   6    

５．会員権評価損  －   －   35    

６．リース解約損 
  
  

16   －   16    

７．減損損失 ※２ 3   －   3    

８．その他  0 25 0.0 － 21 0.0 2 1,081 1.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益   549 1.2  794 1.5  1,484 1.4 

法人税、住民税及
び事業税  166   197   879   

法人税等調整額  106 272 0.6 140 337 0.6 △216 662 0.6 

少数株主損失   0 0.0  － －  － － 

中間（当期）純利
益   276 0.6  456 0.9  821 0.8 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

中間連結株主資本等変動計算書  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    434 434

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  434  434 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    6,022 6,022

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  276  821  

２．土地再評価差額金取
崩額 

 － 276 △2 818 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  175  263  

２．役員賞与  5 180 5 268

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,118  6,571 

      

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金

土地再評価

差額金 

評価・換算

差額合計 

平成18年３月31日 残高 
       （百万円） 

542 434 6,571 △0 7,548 696 554 1,251 8,799

中間連結会計期間中の変動
額 

             

 剰余金の配当（注）     △109  △109      △109

 役員賞与（注）     △6  △6      △6

 中間純利益     456  456      456

 自己株式の取得      △106 △106      △106

株主資本以外の項目の中
間連結会計期間中の変動
額（純額） 

       △201 － △201 △201

中間連結会計期間中の変動
額合計    （百万円） 

－ － 339 △106 233 △201 － △201 32

平成18年９月30日 残高 
     （百万円） 

542 434 6,911 △106 7,782 495 554 1,049 8,831



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 549 794 1,484 

減価償却費  63 68 132 

連結調整勘定償却額  △27 － △55 

負ののれん償却額  － △27 － 

退職給付引当金の増
減額（△は減少） 

 14 △117 20 

役員退職慰労引当金
の増減額（△は減
少） 

 △22 － △22 

貸倒引当金の増減額
（△は減少） 

 41 △343 819 

賞与引当金の増減額
（△は減少） 

 1 28 △54 

受取利息及び配当金  △75 △100 △175 

仕入割引  △211 △234 △437 

支払利息  101 87 195 

手形売却損  68 99 138 

投資有価証券売却益  － △107 △860 

減損損失  3 － 3 

その他の損益項目  12 － － 

売上債権の増減額
（△は増加） 

 1,720 2,873 △1,994 

たな卸資産の増減額
（△は増加） 

 △288 △271 △53 

債権売却未収入金等
の増減額（△は増
加） 

 488 130 2,044 

仕入債務の増減額
（△は減少） 

 △716 119 1,608 

役員賞与の支払額  △5 △6 △5 

その他  371 111 △12 

小計  2,079 3,103 2,777 

利息及び配当金の受
取額 

 283 306 607 

利息の支払額  △167 △186 △331 

法人税等の支払額  △83 △734 △260 

法人税等の還付額  0 － 0 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 2,110 2,489 2,792 

 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

投資有価証券の取得
による支出 

 △672 △1,269 △763 

投資有価証券の売却
による収入 

 7 761 1,336 

貸付けによる支出  △1,216 △1,316 △1,812 

子会社株式の取得に
よる支出 

 △0 － － 

貸付金の回収による
収入 

 915 1,140 1,833 

有形固定資産の取得
による支出 

 △279 △280 △423 

有形固定資産の売却
による収入 

 － － 38 

会員権売却による収
入 

 3 20 3 

その他  △15 △5 182 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,258 △950 394 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額（△は減少） 

 △40 △10 △70 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △910 △801 △1,759 

社債の償還による支
出 

 △500 △500 △1,000 

自己株式の取得によ
る支出 

 － △106 △0 

株式貸借取引による
収入 

 115 △3 △621 

配当金の支払額  △175 △109 △263 

前期金利スワップ解
約損の支払 

 △74 － － 

その他  △0 － － 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,584 △1,530 △3,714 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（△は減少） 

 △732 8 △528 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 1,954 1,426 1,954 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 1,222 1,435 1,426 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数    ２社 

連結子会社の名称 

 大明工機株式会社 

 株式会社ハットリビング 

  

(1) 連結子会社の数    ２社 

連結子会社の名称 

 大明工機株式会社 

 株式会社ハットリビング 

  

(1) 連結子会社の数    ２社 

連結子会社の名称 

 大明工機株式会社 

 株式会社ハットリビング 

 (2) 非連結子会社名 

───── 

  

  

(2) 非連結子会社名 

───── 

  

  

(2) 非連結子会社名 

───── 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用しない非連結子会社 

  

───── 

  

持分法を適用しない非連結子会社 

  

───── 

  

持分法を適用しない非連結子会社 

  

───── 

  

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

 ③たな卸資産 ③たな卸資産 ③たな卸資産 

 商品 

 主として総平均法による

低価法 

商品 

同左 

商品 

同左 

 (ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

 建物（附属設備を除く) 

…定額法 

同左 

  

同左 

 但し、連結子会社は定率法     

 その他…定率法 

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

  

  

  

  

  建物及び構築物……   

３～50年 

 機械装置及び運搬具…  

４～17年 

  

  

  

  

  

 



項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ②無形固定資産 

 営業権については、取得

後5年間の均等償却 

 ソフトウエア（自社利用

分）については、社内にお

ける利用可能期間（5年）に

基づく定額法 

②無形固定資産 

 のれんについては、取得

後５年間の均等償却 

 ソフトウエア（自社利用

分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

②無形固定資産 

 営業権については、取得

後５年間の均等償却 

 ソフトウエア（自社利用

分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

 ③長期前払費用 

定額法 

③長期前払費用 

同左 

③長期前払費用 

同左 

 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

同左 

 ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額に基づく当中

間連結会計期間負担額を計上し

ております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額に基づく当連

結会計期間負担額を計上してお

ります。 

 ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、連結子会社については

簡便法により計上しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、連結子会社については

簡便法により計上しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、連結子会社については

簡便法により計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌連結会計年

度から費用処理することとして

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   

  

 （追加情報） 

 当社は、確定拠出年金法の施

行に伴い、平成18年４月に退職

一時金制度の一部について確定

拠出年金制度へ移行し、「退職

給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指

針第１号）を適用しておりま

す。 

 本移行に伴う影響額は営業外

収益として22百万円計上されて

おります。 

  

  

  

 ④役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づき、中間

期末要支給額の100％を計上し

ております。 

④役員退職慰労引当金 

同左 

④役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づき、期末

要支給額の100％を計上してお

ります。 

 (ニ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (ホ）重要なヘッジ会計の方法 (ホ）重要なヘッジ会計の方法 (ホ）重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、特例処理の

要件を満たす金利スワップに

ついては、特例処理を採用し

ております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 ③ヘッジ方針 

 金利変動リスクに備えキャ

ッシュ・フローを固定する目

的でヘッジ取引を行っており

ます。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・

フローの変動の累計とヘッジ

手段のキャッシュ・フローの

変動の累計とを比率分析する

方法により、有効性の評価を

行っております。 

 ただし、金利スワップの特

例処理の要件を満たしている

ものについては、有効性の評

価を省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

 (ヘ）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ヘ）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ヘ）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

同左 同左 



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間連結会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が３百万円減少しております。 

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

──────   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

 これにより税金等調整前当期純

利益が３百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に

基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は8,831百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

──────  

 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日企

業会計基準第７号）並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準適用指針第10号）を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は以下のとおりであります。 

──────  

 （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、

「連結調整勘定」として掲記されて

いたものは、「負ののれん」と表示

しております。 

 

 （中間連結キャッシュ・フロー計算

書） 

 前中間連結会計期間において、

「連結調整勘定償却額」として掲記

されていたものは、「負ののれん償

却額」と表示しております。 

 

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 

1,722 百万円 1,831 百万円 1,779 百万円

※２．担保提供資産 (1) 資産のうち次のとおり債務の

担保に供しております。 

なお、当該金額は、下記(2)の

建物及び構築物（206百万円）

並びに土地（2,723百万円）を

含んでおります。 

(1) 資産のうち次のとおり債務の

担保に供しております。 

なお、当該金額は、下記(2)の

建物及び構築物（202百万円）

並びに土地（2,723百万円）を

含んでおります。 

(1) 資産のうち次のとおり債務の

担保に供しております。 

なお、当該金額は、下記(2)の

建物及び構築物（213百万円）

並びに土地（2,723百万円）を

含んでおります。 

 建物及び構

築物 
463 百万円

土地 3,398 百万円

計 3,862 百万円

建物及び構

築物 
466 百万円

土地 3,398 百万円

計 3,865 百万円

建物及び構

築物 
477 百万円

土地 3,398 百万円

計 3,876 百万円

 上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

 長期借入金 2,050 百万円 長期借入金 1,659 百万円 長期借入金 2,050 百万円

 



項目 
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 (2) 取引上の債務に対する保証と

して次の資産を担保に供して

おります。 

(2) 取引上の債務に対する保証と

して次の資産を担保に供して

おります。 

(2) 取引上の債務に対する保証と

して次の資産を担保に供して

おります。 

 建物及び構築

物 
206 百万円

土地 2,723 百万円

投資有価証券 422 百万円

計 3,351 百万円

建物及び構築

物 
202 百万円

土地 2,723 百万円

投資有価証券 540 百万円

計 3,466 百万円

建物及び構築

物 
213百万円

土地 2,723百万円

投資有価証券 624百万円

計 3,560百万円

※３．貸付投資有価証券  投資有価証券のうち、1,079百万

円については貸株に供しており、

その担保として受け入れた838百万

円は流動負債その他に計上してお

ります。 

 投資有価証券のうち、124百万円

については貸株に供しており、そ

の担保として受け入れた97百万円

は流動負債その他に計上しており

ます。 

 投資有価証券のうち、125百万円

については貸株に供しており、そ

の担保として受け入れた100百万円

は流動負債その他に計上しており

ます。 

 ４．保証債務  従業員の住宅建設資金の借入金 

53百万円につき、㈱三井住友銀行

に債務保証を行っております。 

 従業員の住宅建設資金の借入金

47百万円につき、㈱三井住友銀行

に債務保証を行っております。 

 従業員の住宅建設資金の借入金

49百万円につき、㈱三井住友銀行

に債務保証を行っております。 

 ５．手形債権流動化に伴

う買戻義務額 

401 百万円 2,780 百万円 2,262 百万円

 ６．受取手形割引高 受取手形割引高 383 百万円

     

受取手形割引高 797 百万円

     

受取手形割引高 141 百万円

     

※７．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

同左 ───── 

※８．債権売却未収入金等  債権売却未収入金等は、信託方

式による受取手形債権の流動化に

伴い保有する劣後信託受益権（301

百万円）及びファクタリング方式

による流動化に伴う当該債権の支

払留保未収額（1,800百万円）であ

ります。 

 債権売却未収入金等は、信託方

式による受取手形債権の流動化に

伴い保有する劣後信託受益権（196

百万円）及びファクタリング方式

による流動化に伴う当該債権の支

払留保未収額（219百万円）であり

ます。 

 債権売却未収入金等は、信託方

式による受取手形債権の流動化に

伴い保有する劣後信託受益権（346

百万円）及びファクタリング方式

による流動化に伴う当該債権の支

払留保未収額（199百万円）であり

ます。 

※９．中間連結会計期間末

日満期手形 

─────  中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしておりま

す。 

 なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。 

 受取手形 4 百万円

 支払手形 1,059 百万円

───── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１．販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

運賃及び荷造費 585百万円 

貸倒引当金繰入額 47百万円 

給与手当 1,528百万円 

賞与引当金繰入額 245百万円 

退職給付費用 70百万円 

役員退職慰労引当

金繰入額 

7百万円 

※１．販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

運賃及び荷造費 646百万円 

給与手当 1,706百万円 

賞与引当金繰入額 218百万円 

退職給付費用 68百万円 

※１．販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

運賃及び荷造費 1,205百万円 

貸倒引当金繰入額  1百万円 

給与手当 3,351百万円 

賞与引当金繰入額 189百万円 

退職給付費用 139百万円 

役員退職慰労引当

金繰入額 

7百万円 

※２．減損損失 

   当社グループは、以下の減損損

失を計上いたしました。 

    当社グループは、事業用資産

について事業所単位で資産のグル

ーピングを行っております。 

   当中間連結会計期間において、

継続的な地価の下落及び資産グル

ープ単位の収益性等を踏まえて検

証した結果、営業損益が悪化し、

短期的な業績の回復が見込まれな

いことにより、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（3百万円）として特別

損失に計上いたしました。 

   なお、回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、不動産

鑑定評価額から処分費用見込額を

差し引いて算定しております。 

用途 種類 場所 

大明工機㈱

日南営業所 

土地及

び建物 

宮崎県

日南市 

──────  ※２．減損損失 

   当社グループは、以下の減損損

失を計上いたしました。 

    当社グループは、事業用資産

について事業所単位で資産のグル

ーピングを行っております。 

   当連結会計年度において、継続

的な地価の下落及び資産グループ

単位の収益性等を踏まえて検証し

た結果、営業損益が悪化し、短期

的な業績の回復が見込まれないこ

とにより、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損

損失（3百万円）として特別損失

に計上いたしました。 

   なお、回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、不動産

鑑定評価額から処分費用見込額を

差し引いて算定しております。 

用途 種類 場所 

大明工機㈱

日南営業所

土地及

び建物 

宮崎県

日南市 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加100,000株は、固定価格取引による買付けによる増加であります。 

  

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式  8,798,782 － － 8,798,782 

合計 8,798,782 － － 8,798,782 

 自己株式         

   普通株式 （注） 240 100,000 － 100,240 

合計 240 100,000 － 100,240 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 109 12円50銭  平成18年３月31日  平成18年６月29日

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月22日 

取締役会 
普通株式 108 利益剰余金 12円50銭  平成18年９月30日  平成18年12月14日

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

平成17年９月30日現在

（単位：百万円）

現金及び預金  1,222

現金及び現金同等物  1,222

平成18年９月30日現在

（単位：百万円）

現金及び預金  1,435

現金及び現金同等物  1,435

平成18年３月31日現在

（単位：百万円）

現金及び預金  1,426

現金及び現金同等物  1,426



（リース取引関係） 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

 

有形固
定資産
その他 
(百万円) 

 

無形 
固定 
資産 

(百万円) 

 

合計 
 
 

(百万円) 

取得価
額相当
額 

566  111  677 

減価償
却累計
額相当
額 

243  67  310 

中間期
末残高
相当額 

323  43  367 

 

有形固
定資産
その他
(百万円)

 

無形 
固定 
資産 

(百万円)

 

合計 
 
 

(百万円)

取得価
額相当
額 

533  133  666 

減価償
却累計
額相当
額 

287  58  346 

中間期
末残高
相当額 

245  74  320 

 

有形固
定資産
その他 
(百万円) 

 

無形 
固定 
資産 

(百万円) 

 

合計 
 
 

(百万円)

取得価
額相当
額 

561  114  675 

減価償
却累計
額相当
額 

288  65  353 

期末残
高相当
額 

273  48  322 

  なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

 ２．未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 125 百万円 

１年超 241 百万円 

合計 367 百万円 

１年以内 109 百万円 

１年超 211 百万円 

合計 320 百万円 

１年以内 113 百万円 

１年超 208 百万円 

合計 322 百万円 

  なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

 ３．支払リース料及び減価償却費相当

額 

３．支払リース料及び減価償却費相当

額 

３．支払リース料及び減価償却費相当

額 

 支払リース料 64 百万円 

減価償却費相当

額 
64 百万円 

支払リース料 64 百万円 

減価償却費相当

額 
64 百万円 

支払リース料 125 百万円 

減価償却費相当

額 
125 百万円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

──────  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間連結会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

 (1）株式 1,187 2,556 1,368 

 (2）その他 990 1,003 13 

合計 2,177 3,559 1,381 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

 その他有価証券   

非上場株式 81 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

 (1）株式 780 1,634 853 

 (2）その他 1,628 1,624 △3 

合計 2,409 3,259 849 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

 その他有価証券   

非上場株式 80 



（前連結会計年度末）（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いて

おります。 

（当中間連結会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いて

おります。 

  

（前連結会計年度末）（平成18年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いて

おります。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 765 1,959 1,194 

(2）その他 1,289 1,280 △8 

合計 2,054 3,240 1,185 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

において、当社グループは、主に管工機材・住宅設備機器等の卸業者として、同一セグメントに属する管材

類、衛生陶器・金具類、住宅設備機器類及び空調類の仕入、販売を行なっております。 

 当該事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占め

る割合がそれぞれ90%超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 

１株当たり中間純利益

金額 

 980円27銭

  31円44銭

１株当たり純資産額 

１株当たり中間純利益

金額 

   1,015円33銭

    52円07銭

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益

金額 

    999円33銭

    92円58銭

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
276  456  821  

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－  －  6  

（うち利益処分による役員

賞与金）（百万円） 
(－) (－) (6) 

普通株式に係る中間（当

期）純利益（百万円） 
276  456  814  

期中平均株式数（株） 8,798,592  8,765,209  8,798,567  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 固定資産の譲渡 ────── 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

 当社は、資産の有効活用を図り財

務体質の強化を進める為、賃貸物件

（駐車場）である東京都中央区日本

橋箱崎町の土地を㈱プロパストに平

成18年12月26日付で譲渡いたしまし

た。 

  

 (1)譲渡資産の内容 

   土地       508.19㎡ 

  

 (2)譲渡価格 

           1,475百万円  

 当該固定資産の譲渡による譲

渡益は平成19年３月期におい

て、固定資産売却益として概算

11億円を計上する予定でありま

す。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,100   1,100   1,273   

２．受取手形   2,968   3,135   4,704   

３．売掛金  13,890   14,606   15,824   

４．たな卸資産  4,797   4,965   4,647   

５．債権売却未収入
金等 

※８ 2,101   415   545   

６．その他  975   971   813   

貸倒引当金  △78   △105   △115   

流動資産合計   25,754 63.6  25,089 64.0  27,693 66.5 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 1,732   1,813   1,772   

(2）土地 ※２ 5,657   5,797   5,631   

(3）その他  134   147   150   

有形固定資産合
計  7,524   7,759   7,554   

２．無形固定資産  30   22   25   

３．投資その他の資
産           

(1）投資有価証券 
※２ 
※３ 

3,584   3,309   3,284   

(2）敷金及び保証
金  487   498   493   

(3）長期貸付金  2,146   1,709   1,767   

(4）その他  2,767   2,937   3,182   

貸倒引当金  △1,825   △2,093   △2,366   

投資その他の資
産合計  7,160   6,360   6,361   

固定資産合計   14,715 36.4  14,142 36.0  13,941 33.5 

資産合計   40,470 100.0  39,232 100.0  41,634 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※９ 8,019   9,200   9,125   

２．買掛金  9,870   10,833   11,221   

３．一年内返済予定
の長期借入金 

※２ 1,592   1,972   2,452   

４．一年内償還予定
の社債 

  1,000   2,000   1,000   

５．未払法人税等  174   189   724   

６．賞与引当金  230   200   163   

７．その他 
※３ 
※７ 

1,257   655   827   

流動負債合計   22,143 54.7  25,051 63.9  25,514 61.3 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  3,600   1,600   3,100   

２．長期借入金 ※２ 3,272   1,300   1,600   

３．退職給付引当金  496   389   513   

４．役員退職慰労引
当金  711   711   711   

５．預り保証金   528   567   552   

６．その他  1,176   945   972   

固定負債合計   9,784 24.2  5,513 14.0  7,448 17.9 

負債合計   31,927 78.9  30,564 77.9  32,962 79.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   542 1.3  － －  542 1.3 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  434   －   434   

資本剰余金合計   434 1.1  － －  434 1.0 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  75   －   75   

２．任意積立金  5,474   －   5,474   

３．中間（当期）未
処分利益  488   －   892   

利益剰余金合計   6,038 14.9  － －  6,442 15.5 

Ⅳ 土地再評価差額金   712 1.8  － －  554 1.3 

Ⅴ その他有価証券評
価差額金   813 2.0  － －  697 1.7 

Ⅵ 自己株式   △0 △0.0  － －  △0 △0.0 

資本合計   8,542 21.1  － －  8,671 20.8 

負債資本合計   40,470 100.0  － －  41,634 100.0 

                  

 



  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                 

１．資本金    － －  542 1.4  － －

２．資本剰余金            

  (1)資本準備金   －   434   －   

 資本剰余金合計    － － 434 1.1   － － 

３．利益剰余金            

  (1)利益準備金   －   75   －   

  (2)その他利益剰
余金 

           

  固定資産圧縮積
立金 

  －   1,599   －   

  別途積立金   －   4,420   －   

  繰越利益剰余金   －   647   －   

利益剰余金合計    － － 6,743 17.2   － － 

４．自己株式    － －  △106 △0.3  － －

株主資本合計   － －  7,613 19.4  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券
評価差額金   － －  499 1.3  － －

２．土地再評価差額
金   － －  554 1.4  － －

評価・換算差額等
合計   － －  1,053 2.7  － － 

純資産合計   － －  8,667 22.1  － － 

負債純資産合計   － －  39,232 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   46,123 100.0  50,400 100.0  98,648 100.0 

Ⅱ 売上原価   41,947 91.0  45,867 91.0  90,002 91.2 

売上総利益   4,175 9.0  4,532 9.0  8,646 8.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   3,712 8.0  4,000 7.9  7,376 7.5 

営業利益   463 1.0  531 1.1  1,269 1.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１  405 0.9  487 1.0  832 0.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２  344 0.7  378 0.8  707 0.7 

経常利益   524 1.2  640 1.3  1,394 1.4 

Ⅵ 特別利益 ※３  0 0.0  119 0.2  1,050 1.1 

Ⅶ 特別損失 ※４  19 0.0  21 0.1  1,055 1.1 

税引前中間（当
期）純利益   505 1.2  738 1.4  1,389 1.4 

法人税、住民税
及び事業税 

※５ 165   192   878   

法人税等調整額 ※５ 108 273 0.6 129 321 0.6 △215 662 0.7 

中間（当期）純
利益   231 0.6  417 0.8  727 0.7 

前期繰越利益   256   －   256  

中間配当額   －   －   87  

土地再評価差額
金取崩額 

    －     －     △2   

中間（当期）未
処分利益   488   －   892  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 

固定資産

圧縮積立

金 

別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
542 434 434 75 1,614 3,860 892 6,442 △0 7,420 

中間会計期間中の変動額           

固定資産圧縮積立金取崩額

（注） 
        △14   14 －   － 

別途積立金の積立（注）           560 △560 －   － 

剰余金の配当（注）             △109 △109   △109 

役員賞与（注）             △6 △6   △6 

中間純利益             417 417   417 

自己株式の取得                 △106 △106 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △14 560 △245 300 △106 194 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
542 434 434 75 1,599 4,420 647 6,743 △106 7,613 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

土地再評価差

額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
697 554 1,252 8,671 

中間会計期間中の変動額     

固定資産圧縮積立金取崩額

（注） 
      － 

別途積立金の積立（注）       － 

剰余金の配当（注）       △109 

役員賞与（注）       △6 

中間純利益       417 

自己株式の取得       △106 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
△198   △198 △198 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△198 － △198 △4 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
499 554 1,053 8,667 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

商品……総平均法に基づく低価

法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

……定額法 

同左 

  

同左 

  

 その他 

……定率法 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

  

  

  

  

  

  

 建物……………４～50年 

建物附属設備…３～18年 

構築物…………６～30年 

  

  

  

  

  

  

 (2）無形固定資産 

 営業権については、取得後５

年間の均等償却 

 ソフトウエア（自社利用分）

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法 

(2）無形固定資産 

 のれんについては、取得後５

年間の均等償却 

 ソフトウエア（自社利用分）

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法 

(2）無形固定資産 

 営業権については、取得後５

年間の均等償却 

 ソフトウエア（自社利用分）

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法 

 (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

  

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額に基づく当中

間会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額に基づく当期

負担額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理することとし

ております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理することとし

ております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

   

  

 （追加情報） 

 当社は、確定拠出年金法の施

行に伴い、平成18年４月に退職

一時金制度の一部について確定

拠出年金制度へ移行し、「退職

給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指

針第１号）を適用しておりま

す。 

 本移行に伴う影響額は営業外

収益として22百万円計上されて

おります。 

  

  

  

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づき、中間

期末要支給額の100％を計上して

おります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づき、期末

要支給額の100％を計上しており

ます。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、特例処理の

要件を満たす金利スワップに

ついては、特例処理を採用し

ております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

 借入金 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 金利変動リスクに備えキャ

ッシュ・フローを固定する目

的でヘッジ取引を行っており

ます。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・

フローの変動の累計とヘッジ

手段のキャッシュ・フローの

変動の累計とを比率分析する

方法により、有効性の評価を

行っております。 

 ただし、金利スワップの特

例処理の要件を満たしている

ものについては、有効性の評

価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

──────   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

──────  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は8,667百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

──────  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 

1,545 百万円 1,646 百万円 1,596 百万円

※２．担保提供資産 (1) 資産のうち次のとおり債務の担

保に供しております。 

なお、当該金額は、下記(2)の建

物（206百万円）並びに土地

（2,723百万円）を含んでおりま

す。 

(1) 資産のうち次のとおり債務の担

保に供しております。 

なお、当該金額は、下記(2)の建

物（202百万円）並びに土地

（2,723百万円）を含んでおりま

す。 

(1）資産のうち次のとおり債務の

担保に供しております。 

なお、当該金額は、下記(2)の

建物（213百万円）並びに土地

（2,723百万円）を含んでおり

ます。 

 建物 290 百万円 

土地 3,368 百万円 

計 3,659 百万円 

上記に対応する債務 

長期借入

金 

1,850 百万円 

建物 297 百万円

土地 3,368 百万円

計 3,665 百万円

上記に対応する債務 

長期借入

金 

1,616 百万円

建物 304 百万円

土地 3,368 百万円

計 3,673 百万円

上記に対応する債務 

長期借入

金 

1,850 百万円

 (2）取引上の債務に対する保証とし

て次の資産を担保に供しておりま

す。 

(2）取引上の債務に対する保証とし

て次の資産を担保に供しておりま

す。 

(2）取引上の債務に対する保証と

して次の資産を担保に供してお

ります。 

 建物 206 百万円 

土地 2,723 百万円 

投資有

価証券 
422 百万円 

計 3,351 百万円 

建物 202 百万円

土地 2,723 百万円

投資有

価証券 
540 百万円

計 3,466 百万円

建物 213 百万円

土地 2,723 百万円

投資有

価証券 
624 百万円

計 3,560 百万円

※３．貸付投資有価証券   投資有価証券のうち、1,079百万

円については貸株に提供しており、

その担保として受け入れた838百万

円は流動負債その他に計上しており

ます。 

  投資有価証券のうち、124百万円

については貸株に提供しており、そ

の担保として受け入れた97百万円は

流動負債その他に計上しておりま

す。 

  投資有価証券のうち、125百万

円については貸株に提供してお

り、その担保として受け入れた100

百万円は流動負債その他に計上し

ております。 

 ４．保証債務  従業員の住宅建設資金の借入金 

53百万円につき、㈱三井住友銀行に

債務保証を行っております。 

 従業員の住宅建設資金の借入金47

百万円につき、㈱三井住友銀行に債

務保証を行っております。 

 従業員の住宅建設資金の借入金

49百万円につき、㈱三井住友銀行

に債務保証を行っております。 

   また、子会社である㈱ハットリビ

ングの㈱みずほ銀行よりの借入金30

百万円及び㈱ＵＦＪ銀行よりの借入

金10百万円について債務保証を行っ

ております。 

   また、子会社である㈱ハットリ

ビングの㈱みずほ銀行よりの借入

金10百万円について債務保証を行

っております。 

 ５．手形債権流動化に伴

う買戻義務額 

401 百万円 2,780 百万円 2,262 百万円

 ６．受取手形割引高 受取手形割

引高 
237 百万円

     

受取手形割

引高 
738 百万円

     

受取手形割

引高 
－ 百万円

     

※７．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

同左 ────── 

 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
前事業年度末 

（平成18年３月31日） 

※８．債権売却未収入金等  債権売却未収入金等は、信託方

式による受取手形債権の流動化に

伴い保有する劣後信託受益権（301

百万円）及びファクタリング方式

による流動化に伴う当該債権の支

払留保未収額（1,800百万円）であ

ります。    

 債権売却未収入金等は、信託方

式による受取手形債権の流動化に

伴い保有する劣後信託受益権（196

百万円）及びファクタリング方式

による流動化に伴う当該債権の支

払留保未収額（219百万円）であり

ます。    

 債権売却未収入金等は、信託方

式による受取手形債権の流動化に

伴い保有する劣後信託受益権（346

百万円）及びファクタリング方式

による流動化に伴う当該債権の支

払留保未収額（199百万円）であり

ます。 

※９．中間期末日満期手形 ──────  中間会計期間末日の満期手形の

会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 

 なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次

の満期手形が中間会計期間末日の

残高に含まれております。 

 受取手形 2 百万円

 支払手形 860 百万円

────── 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１．営業外収益の主

要項目 

受取利息 52 百万円

仕入割引 211 百万円

賃貸収入 87 百万円

受取利息 82 百万円

仕入割引 234 百万円

賃貸収入 95 百万円

受取利息 138 百万円

仕入割引 437 百万円

賃貸収入 174 百万円

※２．営業外費用の主

要項目 

支払利息 99 百万円

手形売却損 67 百万円

売上割引 116 百万円

賃貸費用 32 百万円

支払利息 83 百万円

手形売却損 98 百万円

売上割引 139 百万円

賃貸費用 29 百万円

支払利息 187 百万円

手形売却損 137 百万円

売上割引 249 百万円

賃貸費用 61 百万円

※３．特別利益の主要

項目 

────── 投資有価証

券売却益 
107百万円

貸倒引当金

戻入益 
11百万円

投資有価証

券売却益 
841 百万円

収用補償金 203 百万円

※４．特別損失の主要

項目 

リース解約

損 
16百万円

固定資産除

却損 
21百万円

貸倒引当金

繰入額 
797 百万円

債権譲渡損 135 百万円

商品評価損 64 百万円

※５．租税特別措置法

上の諸準備金の

取り扱い 

中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

事業年度において予定してい

る利益処分による圧縮積立金

の取崩しを前提として、当中

間会計期間に係る金額を計算

しております。 

────── ────── 

 ６．減価償却実施額    

有形固定資産 48 百万円 53 百万円 102 百万円

無形固定資産 3 百万円 3 百万円 7 百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加100,000株は、固定価格取引による買付けによる増加であります。 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少 

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

 普通株式 （注） 240 100,000 － 100,240 

     合計 240 100,000 － 100,240 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

 

有形固
定資産
その他 
(百万円) 

 
無形固
定資産 
(百万円) 

 
合計 
(百万円) 

取得価
額相当
額 

527  111  638 

減価償
却累計
額相当
額 

220  67  288 

中間期
末残高
相当額 

306  43  350 

 

有形固
定資産
その他 
(百万円)

 
無形固
定資産 
(百万円)

 
合計 
(百万円)

取得価
額相当
額 

512  133  645 

減価償
却累計
額相当
額 

278  58  337 

中間期
末残高
相当額

233  74  308 

 

有形固
定資産
その他 
(百万円) 

 
無形固
定資産 
(百万円) 

 
合計 
(百万円)

取得価
額相当
額 

522  114  636 

減価償
却累計
額相当
額 

263  65  328 

期末残
高相当
額 

259  48  308 

  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

 ２．未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 120 百万円 

１年超 229 百万円 

合計 350 百万円 

１年以内 105 百万円 

１年超 203 百万円 

合計 308 百万円 

１年以内 109 百万円 

１年超 199 百万円 

合計 308 百万円 

  なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 ３．支払リース料及び減価償却費相当

額 

３．支払リース料及び減価償却費相当

額 

３．支払リース料及び減価償却費相当

額 

 支払リース料 62 百万円 

減価償却費相

当額 
62 百万円 

支払リース料 61 百万円 

減価償却費相

当額 
61 百万円 

支払リース料 121 百万円 

減価償却費相

当額 
121 百万円 

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 固定資産の譲渡 

 当社は、資産の有効活用を図り財

務体質の強化を進める為、賃貸物件

（駐車場）である東京都中央区日本

橋箱崎町の土地を㈱プロパストに平

成18年12月26日付で譲渡いたしまし

た。 

  

 (1)譲渡資産の内容 

   土地       508.19㎡ 

  

 (2)譲渡価格 

           1,475百万円  

 当該固定資産の譲渡による譲

渡益は平成19年３月期におい

て、固定資産売却益として概算

11億円を計上する予定でありま

す。 

────── 



(2）【その他】 

 平成18年11月22日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ） 中間配当による配当金の総額 108百万円 

 （ロ） １株当たりの金額 12円50銭 

 （ハ） 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月14日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  (1)有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第69期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出 

  

  (2)有価証券報告書の訂正報告書 

  事業年度（第64期）（自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  事業年度（第65期）（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  事業年度（第66期）（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  事業年度（第67期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  事業年度（第68期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  事業年度（第69期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  

  (3)半期報告書の訂正報告書 

  （第65期中）（自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  （第66期中）（自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  （第67期中）（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  （第68期中）（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  （第69期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  

  (4)臨時報告書 

  平成18年12月26日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与

える事象）及び第19号（連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であ

ります。 

  

  (5)自己株券買付状況報告書 

  報告期間 （自 平成18年７月31日 至 平成18年７月31日）平成18年８月８日関東財務局長に提出 

  報告期間 （自 平成18年８月１日 至 平成18年８月31日）平成18年９月７日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月２６日

橋本総業株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 吾妻 裕   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内田 正美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている橋本総

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る訂正報告書の中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、橋本総業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、平成13年３月期から平成18年３月期まで売上高の過大計

上による不適切な会計処理が為されていたことが判明したため、会社は中間連結財務諸表を訂正している。当監査法人は

訂正後の中間連結財務諸表について再度中間監査を行った。この訂正の結果、中間連結貸借対照表に与える影響としては

受取手形及び売掛金が165百万円減少し、利益剰余金が同額減少している。また、中間連結損益計算書については売上高

が67百万円減少したこと等により、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益がそれぞれ71百万円減少している。

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月２６日

橋本総業株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 三浦 孝昭   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内田 正美   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている橋本総

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、橋本総業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年12月26日付で東京都中央区日本橋箱崎町の土地を㈱プロパス

トに譲渡している。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月２６日

橋本総業株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 吾妻 裕   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内田 正美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている橋本総

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第69期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る訂正報告書の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、橋本総業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、平成13年３月期から平成18年３月期まで売上高の過大計

上による不適切な会計処理が為されていたことが判明したため、会社は中間財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正

後の中間財務諸表について再度中間監査を行った。この訂正の結果、中間貸借対照表に与える影響としては売掛金及び中

間未処分利益がそれぞれ165百万円減少している。また、中間損益計算書については売上高が67百万円減少したこと等に

より、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益がそれぞれ71百万円減少している。  

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月２６日

橋本総業株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 三浦 孝昭   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内田 正美   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている橋本総

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第70期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、橋本総業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年12月26日付で東京都中央区日本橋箱崎町の土地を㈱プロパス

トに譲渡している。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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